
1　新規事業

令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業名
（担当課）

事業の内容
年度計画

1

新規事業

6

消防本部総務課

子ども家庭セン
ター設置準備事業

福祉総合相談室

　他機関と連携を図りながら子育て世
帯に対する包括的な支援のための体制
強化等を行うため、令和6年度に子ど
も家庭センター設置の検討を行う。

・子ども家庭センター
運営事業の検討

・子ども家庭センター
の設置

・子ども家庭センター
の設置

　加齢により耳が聞こえづらくなった
中等度難聴の高齢者を対象に、日常生
活でのよりよいコミュニケーションの
確保、介護予防や認知機能低下を予防
し、積極的な社会参加を促すため、補
聴器購入費用の一部を助成する事業を
実施します。

・医療型短期入所を実
施している事業者に対
し補助金を交付する。

・医療型短期入所を実
施している事業者に対
し補助金を交付する。

　医療的ケア児・者等の介護を行う家
族の負担軽減のために実施される短期
入所(宿泊を伴うレスパイトサービス)
の整備及び充実等を図るため、医療型
短期入所を実施している事業者に対し
補助金を交付する。

・医療型短期入所を実
施している事業者に対
し補助金を交付する。

　妊娠を希望する夫婦の特定不妊治療
（先進医療）による経済的負担軽減の
ため、治療に係る費用の一部を助成す
る。

・中等度難聴の高齢者
に対し補聴器の購入に
かかる費用の一部を助
成

・中等度難聴の高齢者
に対し補聴器の購入に
かかる費用の一部を助
成

　設置から長期間が経過し、修繕対応
不可となっている電話交換機等を更新
する。

・中等度難聴の高齢者
に対し補聴器の購入に
かかる費用の一部を助
成

3

新規事業

補聴器利用促進事
業

高齢者支援課

2

新規事業

医療型短期入所支
援事業

福祉課

《2024年度事業終了》

学校給食センター
解体撤去事業

防災食育施設整備
担当

・電話交換機設備更新 《2024年度事業終了》

新規事業

・特定不妊治療（先進
医療）費用の助成

4

5

電話交換機設備更
新事業

新規事業

新規事業

特定不妊治療（先
進医療）助成事業

　既存学校給食センターの解体撤去を
行う。

・既存学校給食セン
ターの解体撤去

・特定不妊治療（先進
医療）費用の助成

健康推進課

・特定不妊治療（先進
医療）費用の助成



11

《2024年度事業終了》

・空き家調査システム
の導入及び流通促進
・住まいの相談会の開
催
・住まいの相談カウン
ターの運用

・空き家調査システム
の導入及び流通促進
・住まいの相談会の開
催
・住まいの相談カウン
ターの運用

　平成26年に策定した住生活基本計画
について、10年に1回の改定の年であ
るため、本市の住宅施策を客観的に見
直し、これからの住宅施策を総合的に
展開していくため、改訂を行う。

・住生活基本計画の改
定を行う

《2024年度事業終了》

・空き家調査システム
の導入及び流通促進
・住まいの相談会の開
催
・住まいの相談カウン
ターの設置

・新たな産業集積の可
能性検討における企業
ニーズ等の調査費

商工業振興課

10

新規事業

住生活基本計画改
定事業

建設総務課

住まい創生サポー
ト事業

建設総務課

新規事業

　近年、様々な物価が高騰し、住宅に
対するニーズも多様化していることか
ら、市民の住宅に関する相談窓口とし
て住まいの相談カウンターを設置す
る。また、空き家を利用した住宅供給
体制を強化するため、潜在的な空き家
戸数の掘り起こし、及び空き家流通促
進プラットホームを構築し空き家流動
化を図り、良質な住宅ストック及び住
宅用地の確保を行う。

産業集積可能性検
討事業

・事業所の新増設者に
対する市内居住者雇用
奨励金(50万円/人・3
年) の交付
・市外本社立地企業へ
の訪問
・北広島市地域活性化
パートナー企業制度の
運営及び周知
・きたひろ産業博覧会
及び合同企業説明会の
開催
・市内中学生向けワー
クトライアル(職業体
験)の実施

地域産業活性化支
援事業
（旧企業誘致推進
事業、旧商工魅力
発信事業、旧創業
促進支援事業を統
合）

事業名
（担当課）

事業の内容

8

商工業振興課

新規事業

　北広島輪厚工業団地の完売が見込ま
れ、市内の産業用地が不足する中、近
隣市において半導体先進工場の建設が
決定するなど、今後産業用地の需要が
見込まれるため、北広島市土地開発公
社と連携し、新たな産業集積の可能性
について調査・検討を行う。

年度計画

令和6年度 令和7年度 令和8年度

7

新規事業

　地域産業の活性化など活力あるまち
づくりを目指すため、企業立地促進条
例に基づき、事業所の新増設者に対し
て、市内住居者を新規に雇用した場合
雇用奨励金を交付する。
　また、市内において地域の活性化に
取り組む事業者を北広島市地域活性化
パートナー企業として登録し公表する
ことで、市と事業者の連携を促進する
とともに、市内商工業者の魅力を発信
する場をつくることで、企業の認知度
向上及び地域経済の活性化を図る。
　さらに、未来の求職者である市内の
子どもたちに対して、Fビレッジなど
を活用して北広島市でしか体験できな
いような特別なワークトライアル(職
業体験)の機会を設けることで、子ど
もたちの職業観の醸成を図る。

・事業所の新増設者に
対する市内居住者雇用
奨励金(50万円/人・3
年) の交付
・市外本社立地企業へ
の訪問
・北広島市地域活性化
パートナー企業制度の
運営及び周知
・きたひろ産業博覧会
及び合同企業説明会の
開催
・市内中学生向けワー
クトライアル(職業体
験)の実施

・事業所の新増設者に
対する市内居住者雇用
奨励金(50万円/人・3
年) の交付
・市外本社立地企業へ
の訪問
・北広島市地域活性化
パートナー企業制度の
運営及び周知
・きたひろ産業博覧会
及び合同企業説明会の
開催
・市内中学生向けワー
クトライアル(職業体
験)の実施

9

新規事業

　各施策における成果指標に対する進
捗状況や市民意識の変化を把握するた
めの市民意識調査を実施し、中間見直
しを行う。

・市民意識調査の実施
（中間見直しのため）

スポーツ振興計画
中間見直し事業

社会教育課



新規事業

　中学校給食を安定提供するため、老
朽化が進む中学校給食調理場等の設備
更新を行う。

新規事業

　総合計画(第6次)の中間見直しを実
施する。

・市民意識調査、人口
推計、市の現状分析の
実施
・総合計画推進委員会
の開催

・冠事業へのトロ
フィー・盾等の支給
・記念ロゴ付きノベル
ティーの制作

《2024年度事業終了》

・地下ピット内配管等
点検委託（広葉・西の
里）
・空調設備等点検整備
委託（広葉）
・食器食缶洗浄機の更
新
・蒸気ボイラーの更新
・冷凍冷蔵庫の更新
（西の里）
・屋上天窓等改修工事
・小中学校の牛乳保冷
庫の更新（7校)

・地下ピット内配管等
点検委託（広葉・西の
里）
・空調設備等点検整備
委託（広葉）
・吸収式冷温水発生機
の更新
・冷凍冷蔵庫の更新
（西の里）
・小中学校の牛乳保冷
庫の更新 (4校)

・地下ピット内配管等
点検委託（広葉・西の
里）
・空調設備等点検整備
委託（広葉）
・給湯ボイラーの更新
・冷凍冷蔵庫の更新
（広葉）
・小中学校の牛乳保冷
庫の更新(3校)

12

15

　危険な暑さとなる頻度が増えたこと
から、児童生徒の生命を守り抜き、安
全・安心で良好な教育環境を確保する
ため、公立小中学校のエアコン等冷房
設備の整備に向けた調査等を行う。

総務課

13

新規事業

事業名
（担当課）

中学校給食調理場
等設備更新事業

学校給食センター

総合計画推進事業

企画課

小中学校エアコン
等冷房設備整備事
業

教育総務課

14

新規事業

　令和6年は、広島県人25戸103人が輪
厚川沿いに入植してから140周年とな
ることから、これを一つの節目として
記念し、先人たちの足跡に思いを馳せ
ながら未来のまちづくりを描く年にす
るため、平成26年度に実施した130年
記念事業に続き、「きたひろ140年記
念事業」として、市主催事業や、市民
団体等が実施する事業を冠事業として
実施し、開基を記したノベルティーを
配布するなど開基140周年をPRする事
業を実施する。

（仮称）きたひろ
１４０年記念事業

事業の内容

・中間見直し作業
・総合計画推進委員会
の開催

・総合計画推進委員会
の開催

・小中学校普通教室等
エアコン整備工事に係
る調査設計委託
・小中学校保健室等エ
アコン整備工事（R5年
度に債務負担行為設
定）

令和6年度 令和7年度 令和8年度

年度計画



２　拡大事業

7

拡大事業

　教員の働き方を改革の一環として採
点業務等の負担を減らすため、中学校
にデジタル採点システムを導入する。

・デジタル採点システ
ムを市内中学校6校に導
入

・デジタル採点システ
ムを市内中学校6校に運
用

・デジタル採点システ
ムを市内中学校6校に運
用

働き方改革推進事
業（旧部活動指導
員制度運用事業）

学校教育課

6

拡大事業 　スクールカウンセラーによる児童生
徒及び保護者へのカウンセリングによ
る心のケアや学校内での対応に関する
教職員へのコンサルテーションの機会
が増加していることから、市費におい
てもスクールカウンセラーを配置し、
相談体制の充実を図る。
　また、不登校児童生徒の増加に対応
するため、教育機会確保法の理念に基
づく、一人ひとりの状況に応じた支援
の充実を図るため、教育支援センター
「みらい塾」の体制や環境を整備す
る。

・スクールカウンセ
ラーの配置
・教育支援センター指
導支援ボランティアの
配置時間数の増加
・教育支援センターの
カーテン、カーペット
のクリーニング費用
・教育支援センターの
消耗品費の増加

・スクールカウンセ
ラーの配置
・教育支援センター指
導支援ボランティアの
配置時間数の増加
・教育支援センターの
カーテン、カーペット
のクリーニング費用
・教育支援センターの
消耗品費の増加

・スクールカウンセ
ラーの配置
・教育支援センター指
導支援ボランティアの
配置時間数の増加
・教育支援センターの
カーテン、カーペット
のクリーニング費用
・教育支援センターの
消耗品費の増加

不登校いじめ対
策・教育相談事業

教育支援課

　心の教室相談員の配置時間数につい
て、コロナ禍において臨時的に時間数
を拡大していたものを引き続き令和6
年度以降も維持し、児童生徒が相談す
る機会を確保する。

・心の教室相談員の配
置時間数の確保

・心の教室相談員の配
置時間数の確保

・心の教室相談員の配
置時間数の確保

心の教室相談事業

教育支援課

児童手当支給事業

事業名
（担当課）

1

年度計画

・中学3年生を対象とし
て検査を実施後、陽性
となった者に除菌治療
を実施

令和6年度

・ファイターズアカデ
ミーによる小学校（4
年）体育授業

・ファイターズアカデ
ミーによる小学校（4
年）体育授業

子どもの体力向上
推進研究事業

2

事業の内容

5

3

拡大事業

　胃がんをはじめ、慢性胃炎、胃・十
二指腸潰瘍などの主な原因となるピロ
リ菌検査を中学校3年生を対象として
実施し、陽性となった者に除菌治療を
実施する。

令和7年度 令和8年度

4

拡大事業

拡大事業

　北海道日本ハムファイターズとの
パートナー協定に基づき、市内小学校
8校を対象に体育授業への外部講師と
してファイターズアカデミーコーチを
派遣し、専門的な見地から身体の動か
し方を学ぶ授業を実施する。

職員課

子ども家庭課

学校教育課

拡大事業

　「障害者の雇用の促進等に関する法
律」の趣旨に基づき、障がいのある方
の自立した生活を促進するため、その
意欲や能力に応じた就労の場（雇用機
会）の拡大を図る。

ピロリ菌対策事業

健康推進課

左記の配置継続 左記の配置継続
障がい者雇用創出
事業

・児童手当の支給 ・児童手当の支給

拡大事業

　次代を担う児童の健やかな育ちを支
援するため、支給要件に該当する児童
を養育している親等に対し、児童手当
法に基づく児童手当を支給する。
　Ｒ6年度より国の「こども未来戦力
方針」による児童手当の拡充を行う。
（・支給期間の高校生年代までの延
長・所得制限の撤廃し、全員を本則給
付にする・第3子以降3万円）

・児童手当の支給

・中学3年生を対象とし
て検査を実施後、陽性
となった者に除菌治療
を実施

・中学3年生を対象とし
て検査を実施後、陽性
となった者に除菌治療
を実施

・障がいのある方の自
立した生活を促進する
ため、障がいのある方
を市の会計年度任用職
員として追加で2名採用
する。

・ファイターズアカデ
ミーによる小学校（4
年）体育授業



12

拡大事業

　
現行の一般廃棄物処理基本計画が令和
８年度で終了することから、新たな計
画策定を行う。

・計画の策定
ごみ減量化・資源
化対策事業

環境課

14

・外国語指導助手
（JET)3名の住居借り上
げ

・外国語指導助手1名を
各学校に追加配置
・外国語指導助手
（JET)4名の住居借り上
げ

・外国語指導助手
（JET)4名の住居借り上
げ外国語指導助手活

用事業

学校教育課

事業名
（担当課）

事業の内容
年度計画

令和6年度 令和7年度 令和8年度

8

拡大事業
　児童生徒の英語発音やコミュニケー
ション能力の向上など外国語授業等の
充実を図るため、各学校の外国語授業
等に外国人の指導助手を1名増員す
る。
　また、Ｒ7年度末に教職員住宅が取
り壊しになることから、住居の借り上
げを行う。

11

拡大事業

　老朽化が進んでいるクリーンセン
ター管理棟の建て替えを行う。

・建設適地選定調査委
託
・基本設計委託

クリーンセンター
施設更新事業

13

拡大事業

商工業振興課

《2024年度事業終了》

10
・ごみステーション除
雪事業の補助

・ごみステーション除
雪事業の補助

9

　市民の消費生活の安定及び向上を目
的として活動する北広島消費者協会を
支援する。

・消費者協会の活動に
対する補助（40周年事
業）

環境課

　広域によるごみの焼却施設が令和6
年度に稼働開始することに伴い、収集
運搬体制が変更されることにより、こ
れまで週２回のごみステーション収集
が週５回となることから、冬季積雪時
のごみステーション管理の負担増加等
に対するサポートを行う。
　また、令和6年度から大幅にごみ処
理体制が変更され、手数料負担や分別
等大きく増加する市民の問い合わせに
適切に対応ができるよう会計年度職員
を増員し、スピードや精度を上げつつ
も細やかな対応を行う。

　119番通報の迅速な対応及び出動指
令を行う高機能消防指令システムの安
定稼動を維持するため、システム機器
の一部を更新する。

・用地交渉
・用地確定測量委託

・測量地質調査委託

・消防本部3階旧指令室
改修工事

・コープさっぽろが運
行する「移動販売カケ
ル」の運行を継続し、
停車箇所の修正、追加
を行う。
・民間企業や関係団体
との連携

・コープさっぽろが運
行する「移動販売カケ
ル」の運行を継続し、
停車箇所の修正、追加
を行う。
・民間企業や関係団体
との連携

北広島消費者協会
活動支援事業

・消防指令システム対
応用設備整備工事

環境課

拡大事業

拡大事業

家庭ごみ適正処理
推進事業

・基本・実施設計委託
消防指令システム
更新事業

警防課

・ごみステーション除
雪事業の補助メニュー
の拡大

拡大事業

　より市民にとって利用しやすい買物
環境を整えるため、民間事業者や自治
会町内会、関係団体と連携した取組を
進めることで買物環境の向上を図る。
　なお、買物環境の状況については、
市民へのアンケート調査や移動販売の
実績により効果検証し、結果を基に翌
年度以降の施策に反映する。

・コープさっぽろが運
行する「移動販売カケ
ル」の2台目の運行コー
スの検討・運行開始。
・民間企業や関係団体
との連携

買物環境向上事業
（旧買物不便者対
策事業）

商工業振興課



年度計画

令和6年度 令和7年度 令和8年度

16

拡大事業 　観光客を増やすため、観光客の属性
などデータ収集と分析を行い、客観的
なデータを踏まえたターゲット設定や
観光サービスの提供を行う。
　また、観光客の流動の把握ととも
に、インターネットやSNSなどデジタ
ルマーケティングを強化し、観光事業
者との共有など、得られた成果を施策
や事業活動に反映する。

・人流システムによる
データ収集及び分析

・人流システムによる
データ収集及び分析

・人流システムによる
データ収集及び分析

観光推進事業（旧
観光客流動）

観光振興課

17

政策広報課

観光振興課

15

・LINE公式アカウント
を活用した情報発信
・AIを活用した情報発
信

情報発信強化事業

・観光ガイドを利用し
たモニターツアー
・観光ガイドの育成

・イベントの開催、学
びを表現できるガイド
等の機会の提供

・観光協会の事業・運
営への支援
・地域おこし協力隊の
任用
・プロモーションの展
開
・広域連携の推進
・サイクルイベント、
レンタサイクルの実施

・観光ガイドを利用し
たモニターツアー
・観光ガイドの育成

・イベントの開催、学
びを表現できるガイド
等の機会の提供

・観光協会の事業・運
営への支援
・地域おこし協力隊の
任用
・プロモーションの展
開、観光パンフレット
の作成
・広域連携の推進
・サイクルイベント、
レンタサイクルの実施

・観光ガイドを利用し
たモニターツアー
・観光ガイドの育成

・イベントの開催、学
びを表現できるガイド
等の機会の提供

・観光協会の事業・運
営への支援
・地域おこし協力隊の
任用
・プロモーションの展
開
・広域連携の推進
・サイクルイベント、
レンタサイクルの実施

拡大事業

拡大事業

　市民一人ひとりの状況に合わせた情
報をプッシュ型発信することで、膨大
な情報の中から必要な情報を探す負担
を軽減し、より確実に情報を届ける環
境を構築する。

・LINE公式アカウント
を活用した情報発信
・AIを活用した情報発
信

・LINE公式アカウント
を活用した情報発信
・AIを活用した情報発
信

事業名
（担当課）

事業の内容

観光推進事業（旧
都市型観光事業、
旧観光振興事業、
旧サイクルツーリ
ズム事業を統合）

 観光客を迎える意識の醸成を図るた
め、観光客やイベント等と接点を持つ
ボランティアや体験観光に関するガイ
ドの育成と活用を推進する。

 観光客を迎える意識の醸成を図るた
め、市内小中学生を対象に楽しみなが
ら観光の意義や地域の発見など、実践
的なプログラムの提供とともに、学び
を表現できるガイド等の機会の提供を
検討する。

 観光基本計画に基づき、観光に関す
る施策を効果的に推進するため、観光
協会や観光関係団体、他自治体等との
連携、観光資源や観光人材の活用観光
協会への支援等を行うことにより観光
産業の振興及び地域の活性化を図る。



20

拡大事業

　公益活動団体の活動を支援し、公益
活動及び地域コミュニティの活性化を
図るため、令和4年度から休止してい
る「地域まちづくり推進事業」を対象
事業の見直しを行ったうえで、公益活
動事業補助金の枠組みに統合するとと
もに既存の公益活動事業補助金のコー
スの見直しを行う。

・公益活動事業補助金 ・公益活動事業補助金 ・公益活動事業補助金市民協働推進事業

市民生活課

事業名
（担当課）

事業の内容
年度計画

令和6年度 令和7年度 令和8年度

19

拡大事業

　国のDX（デジタルトランスフォー
メーション）推進計画に対応するた
め、市の推進体制の確立、オンライン
申請の実装、システム標準化の実装な
どの国の重点施策のほか、市独自の事
業の検討・実施を行う。

・AI・RPAの導入
・AIアシスタントの利
用
・テレワークの拡大推
進
・DX人材育成研修の実
施
・行政手続きオンライ
ン化アプリの検討・導
入

・標準化システムのガ
バメントクラウドへの
移行
・AI・RPAの利用
・AIアシスタントの利
用
・テレワークの拡大推
進
・DX人材育成研修の実
施
・行政手続きオンライ
ン化アプリの利用
・BPRの検討

・AI・RPAの利用
・AIアシスタントの利
用
・テレワークの拡大推
進
・DX人材育成研修の実
施
・行政手続きオンライ
ン化アプリの利用
・BPRの実施

DX推進事業

DX推進課

18

拡大事業

　地方税における電子化の推進のため
施策として、「令和3年の地方からの
提案等に関する対応方針」及び「令和
4年の地方からの提案等に関する対応
方針」において閣議決定された公的年
金等支払報告書（追加・訂正分）の電
子提出、二輪車等の軽OSS・軽JNKS導
入に対応するため、基幹システムの改
修等の所要の措置を講ずる。

・公的年金等支払報告
書（追加・訂正分）の
電子化対応に伴う基幹
税務システム改修（運
用開始予定　令和7年1
月）
・二輪車等の軽OSS及び
軽JNKS導入対応に伴う
システム改修（運用開
始予定　令和7年1月）

《2024年度事業終了》
市税の電子化推進
事業

税務課

21

拡大事業

　現在の「第2期北広島市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略」が令和7年
度で終了することから、次期戦略を策
定する。

・総合戦略推進会議の
運営
・次期計画の策定

総合戦略推進事業

企画課

22

拡大事業

　将来のまちづくりを担う人材育成や
切れ目ない子育て支援制度の構築に向
けて、高校生等を対象に通学に要する
費用の一部助成を拡大する。

・助成制度の周知
・申請の受付
・交付決定

・助成制度の周知
・申請の受付
・交付決定

・助成制度の周知
・申請の受付
・交付決定

高等学校通学費助
成事業

企画課

23

拡大事業

　景観行政団体への移行に向けた取組
を推進する。

景観条例の制定及び景
観計画の策定に向けた
取組
・検討会議の開催
・景観意識調査等住民
意見の聴取など

景観条例の制定及び景
観計画の策定に向けた
取組
・検討会議の開催
・景観意識調査等住民
意見の聴取など

・景観条例の制定
・景観行政団体への移
行
・景観計画の策定

都市景観形成事業

都市計画課




